
これまでの人件費改革の歩み（予算書データ）
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注１ 職員数：特別職（市長及び副市長）＋一般職（短時間勤務職員数を含む）
注２ 人件費：給料＋期末勤勉手当＋退職手当＋その他手当＋共済費（※金額について参考に記載）
注３ 「給料」には一般職非常勤の「報酬」も含む
注４ その他手当：扶養手当、管理職手当、地域（調整）手当、通勤手当、宿日直手当、夜間勤務手当、

住居手当、児童（こども）手当、特例一時金、単身赴任手当

◆グラフから導き出される平均給与は以下の通り（退職金、共済費を除いた人件費 ÷ 職員数）

1,198

H20

1,167

H21

1,230

H22

1,250

H19

1,270

H23

1,256

H24

1,366

H15

1,2451,2541,3971,3961,414

H25H18H17H16H14

（単位：百万円）

（単位：千円）

◆人件費の推移について（一般会計ベース）

人件費についても、これまでの行財政改革において重点的に改革を行ってきた部分であり、給与や
手当等の削減、またアウトソーシングの推進などにより、金額、人数ともに減少を続けている。

参考資料２

人件費は
これまでの改革でおよそ
２２.９％（２５.２億円）

削減

人件費（退職手当、共済費除く）

はこれまでの改革でおよそ
２５.３％（２２.４億円）

削減

給料は
これまでの改革でおよそ
２５.０％（１２.７億円）

削減

期末勤勉手当は
これまでの改革でおよそ
３０.０％（６.７億円）

削減

その他手当は
これまでの改革でおよそ
１８.６％（３.０億円）

削減

平均給与は
これまでの改革でおよそ
１４.９％（1,108千円）

削減
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（百万円）
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※共済費について


